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化審法優先評価化学物質のリスク評価と環境基準の設定に用いる 

有害性情報の関係について 

 

令和元年７月２４日 

 

平成３１年３月２２日開催の三省合同審議会において、α－（ノニルフェニル）

－ω－ヒドロキシポリ（オキシエチレン）（別名ポリ（オキシエチレン）＝ノニ

ルフェニルエーテル）（NPE）に係る審議において、事務局間で調整することと

なった、化審法優先評価化学物質のリスク評価と環境基準の設定に用いる有害

性情報の関係についての調整状況は以下のとおりである。 

 

１．やりとりについての経過 

・４月１７日の打合せで今年度の化審法リスク評価・スクリーニング評価に関

する全体の作業方針等について検討・共有 

・５月２３日の打合せで経済産業省から環境省に対し、本件について環境省内

関係部局で検討・整理した文書の作成を依頼し、環境省が了承 

・６月１９日の打合せで経済産業省から環境省に対し、文書の提出を改めて依

頼 

・７月３日及び７月１１日に環境省から経済産業省に文書が提出され、その後、

数次にわたり両省間で文書を取り交わしている 

 

２．主な論点 

事務局間の調整における主な論点は、環境基準が設定されている化学物質の 

化審法リスク評価について、有害性情報の供試生物の範囲が環境基準で用いる

データの範囲と異なることについて、法条文及び条文の解釈に照らして妥当で

あるか、という点であり、７月２４日現在も調整が継続している。 
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（参考１） 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和 48 年法律第

117号）  

第２条第３項 この法律において「第二種特定化学物質」とは、次の各号のいず

れかに該当し、かつ、その有する性状及びその製造、輸入、使用等の状況から

みて相当広範な地域の環境において当該化学物質が相当程度残留しているか、

又は近くその状況に至ることが確実であると見込まれることにより、人の健

康に係る被害又は生活環境動植物の生息若しくは生育に係る被害を生ずるお

それがあると認められる化学物質で政令で定めるものをいう。 

 

第２条第５項 この法律において「優先評価化学物質」とは、その化学物質に関

して得られている知見からみて、当該化学物質が第三項各号のいずれにも該当

しないことが明らかであると認められず、かつ、その知見及びその製造、輸入

等の状況からみて、当該化学物質が環境において相当程度残留しているか、又

はその状況に至る見込みがあると認められる化学物質であつて、当該化学物質

による環境の汚染により人の健康に係る被害又は生活環境動植物の生息若し

くは生育に係る被害を生ずるおそれがないと認められないものであるため、そ

の性状に関する情報を収集し、及びその使用等の状況を把握することにより、

そのおそれがあるものであるかどうかについての評価を優先的に行う必要が

あると認められる化学物質として厚生労働大臣、経済産業大臣及び環境大臣が

指定するものをいう。 

 

※ 生活環境動植物：その生息又は生育に支障を生ずる場合には、人の生活環境

の保全上支障を生ずるおそれがある動植物をいう。（第２条第２項） 
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（参考２）化審法逐条解説 P34（16） 

第二項の第一種特定化学物質及び第三項の第二種特定化学物質に関して

は、「生活環境動植物」への被害を防止する観点から行うこととされている。

「生活環境動植物」とは、平成十五年改正により導入された概念であり、第

一種特定化学物質及び第二種特定化学物質が数量制限等を伴う直接規制の

対象となりうるものであることを踏まえ、こうした直接規制を講ずる場合に

おける評価の対象となる動植物の範囲を環境基本法に規定する「生活環境」

保全に必要な範囲に限定する趣旨を示している。具体的にいかなる動植物が

これに該当するかについては、環境基本法の解釈等に従いつつ社会通念で判

断されることとなるが、例えば「人の生活に密接な関係のある動植物（例え

ば、有用な動植物）」はこれに該当し、もっぱら人の生活に害をなすと考えら

れる動植物（例えば、害虫）はこれに該当しないと考えられる。 

単に「動植物」と規定していないのは、①化学物質が動植物（一般）ある

いは生態系全体に及ぼす影響を定量的に評価する方法が確立されておらず、

生態系への影響の観点から直ちにこれらの化学物質の製造・輸入を制限する

等の数量規制を実施することは困難であること、②他方、保護の対象を「動

植物（一般）」や「生態系全般」ではなく、一定の範囲に限定することとすれ

ば、定量的な評価が可能となることを踏まえたものである。 

保護の対象に係る「一定の範囲」として、「生活環境動植物」に限定するこ

ととしたのは、環境基本法や政府部内での他の制度において、生活環境の保

全に必要な範囲内での動植物を保護の対象とするという対応が行われてお

り、そうすればその被害も認知しやすく、定量的な目標値等に基づく評価も

可能であると考えられたことによる。政府部内での他の制度における対応と

しては、例えば、農薬取締法に基づく農薬の登録保留基準に関して、生活環

境保全の目的の範囲内で水産動植物に対する毒性を判断することとしてい

ること、水生生物に係る水質目標値について「生活環境という概念の中心に

ある人にとって有用な動植物等の保全」の観点から環境基準を設定すること

としていることなどが挙げられる。 

 


